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固定資産減損会計の早期適用及び業績予想の修正に関するお知らせ 

 
 
 当社は、下記のとおり、「固定資産の減損に係る会計基準」を平成１８年２月期（中間期）におい

て早期適用することといたしました。あわせて、最近の業績の動向をふまえ、平成１７年４月１８日

公表の平成１８年２月期（中間期及び通期）の業績予想を、下記のとおり修正いたします。 
 

記 
 
Ⅰ．「固定資産の減損に係る会計基準」の早期適用 
 
当社は、財務体質の健全化に資するため、固定資産の減損会計について早期適用することといたし

ました。減損処理額は次のとおりであり、平成１８年２月期（中間期）の特別損失として計上する予

定です。 
 

（単位：百万円） 
連   結 単   体 

1,918 1,592 
 
Ⅱ．業績予想の修正 
 
１．平成１８年２月中間期業績予想数値の修正（平成１７年３月１日～平成１７年８月３１日） 

 
【連結】                                 （単位：百万円） 
 営業収益 経常利益 当期純利益 
前回発表予想（Ａ） 166,000 1,500 800 
今回修正予想（Ｂ） 161,800 1,070 650 
増減額（Ｂ－Ａ）       △    4,200       △    430       △    150 
増減率（％）       △       2.5      △    28.6       △    18.7 
前期実績 
（平成 17年 2月中間期） 

153,876 1,294 674 

 



【単体】                                 （単位：百万円） 
 営業収益 経常利益 当期純利益 
前回発表予想（Ａ） 160,000 1,300 650 
今回修正予想（Ｂ） 155,900 580 410 
増減額（Ｂ－Ａ）       △    4,100       △    720       △    240 
増減率（％）       △       2.5      △    55.3       △    36.9 
前期実績 
（平成 17年 2月中間期） 

148,688 1,143 627 

 
２．平成１８年２月期業績予想数値の修正（平成１７年３月１日～平成１８年２月２８日） 

 
【連結】                                 （単位：百万円） 
 営業収益 経常利益 当期純利益 
前回発表予想（Ａ） 336,000 5,000 2,500 
今回修正予想（Ｂ） 330,000 4,300 2,200 
増減額（Ｂ－Ａ）       △    6,000       △    700       △    300 
増減率（％）       △       1.7      △    14.0       △    12.0 
前期実績 
（平成 17年 2月期） 

309,997 3,199 1,580 

【単体】                                 （単位：百万円） 
 営業収益 経常利益 当期純利益 
前回発表予想（Ａ） 324,000 4,500 2,200 
今回修正予想（Ｂ） 318,000 3,500 1,800 
増減額（Ｂ－Ａ）       △    6,000       △    1,000       △    400 
増減率（％）       △       1.8      △     22.2       △    18.1 
前期実績 
（平成 17年 2月期） 

299,625 2,810 1,390 

 
３．修正の理由 

 
 営業収益につきましては、長期化するデフレ不況や競合激化といった経営環境のもと、既存店にお

ける客数、客単価の低迷による売上高の前年割れが大きく影響し、当初の計画を下回る見込みとなる

ことによるものです。 
 経常利益及び当期純利益につきましても、売上総利益率の改善を図るとともに、今後とも人件費、

販促費及び水道光熱費をはじめとする諸経費の削減と効率化に取り組んでまいりますが、売上高の計

画未達成による影響額を吸収するには至らず、当初の計画を下回る見込みとなることによるものです。 
なお、減損会計の早期適用による特別損失につきましては、退職一時金制度の確定拠出年金制度へ

の一部移行（平成１７年３月１日施行）に伴う特別利益（連結 2,165 百万円、単体 1,941 百万円）
の計上により、当期純利益への影響は軽微となっています。 
 

以 上 
 
（注） 上記の予想は、本資料発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実

際の業績は今後の経済情勢等、様々な要因により予想数値と異なる場合があります。 


